
No.242

2012.10   17

　2011年暮れ、韓国において協同組合基本法が成立し、１年後の本年12月１日、いよいよ法が施行さ
れる。韓国では製造業中心に経済の高度成長を遂げてきたが1997年の経済危機によって大きな打撃を
被り、多くの失業者や社会的弱者層を拡大した。しかし、1970～80年代の軍事政権下で広がった貧民
運動や経済危機以降の失業克服国民運動（民）、公共勤労事業（官）など貧困に抗う国民運動を基盤に、国
民基礎生活保障法（2000）、社会的企業育成法 （2007） が制定されてきている。しかしながらその一方
で、FTA（米韓自由貿易協定）批准（2012）など自由主義経済へ向けての舵が切られ、韓国社会は大きな
転換期に差し掛かっているように思われる。
　こうした経済・社会を背景に、社会的企業育成法成立以降これまで育成に力をいれてきた社会的企業
やその他の市民団体、自活事業体などは協同組合基本法をどのように捉え、また今後の動向をどう展望
しているのか、現場の声から調査をしたいと、「韓国の自活事業と社会的企業、協同組合基本法をめぐ
るスタディツアー」と題して視察団が組まれ、ソウル市、釜山市の社会的企業や自活センターを中心に
視察訪問した。今号では参加したメンバーから視察内容とともに、韓国における協同組合基本法の可能
性と社会的企業、協同体組織の現状などについて報告する。
　また、この場を借りて本視察ツアー実施にあたって、視察を快く受け入れて下さり、また歓迎してく
ださった韓国の皆さま方に厚く御礼を申し上げます。そして、現地訪問調整やさまざまな手配などにた
いへん尽力くださった、民主主義社会研究所所長の金 河元氏（協同総研会員）と現地通訳も務めてくだ
さった（社）モシムとサリム研究所研究員の姜 乃榮氏の両氏に改めて深く感謝の意を表します。（編集部）
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■視察日程：2012年８月２日（木）～６日（月）
■視察日程と訪問先：

日程 スケジュール

1日目

8月2日（木）
PM

漢陽大学訪問　金 鍾杰先生：韓国協同組合基本法概要について報告
島村　博主任研究員：日本の労協法論点と法制化現状について報告、意見交換など
韓国側参加予定（敬称略）：李インウ（農協経済研究所）、曽ヘキョン（金融経済研究所）、
金キテ（協同組合研究所）、ユンヒョングン（ハンサリム生協）

晩 会食： 金　鍾杰先生、朴ビョンオク秘書官（大統領室付 社会的企業・協同組合政策総括）、
金再久院長（社会的企業振興院）、チェヒョクチン（社会的企業振興院　本部長）など

2日目

8月3日（金）
AM ソウル市庁訪問（キム・テヒ社会的企業課課長）：社会的経済総合支援計画について

PM ナレ自活シェルター視察
晩 会食　宋キョンヨン神父（自活支援活動）（＠聖公会教会チョンドンクッパ）

3日目
8月4日（土）

ソンミサン・マウルまち歩きツアー
まち歩き：麻浦トゥレ生協、ウリ・オリニチップ共同育児施設、ソンミ山代案学校など
お弁当ランチ懇談会：ウィ・ソンナム（サラムとマウル 運営委員長）、キム・ヨンソク

（社会福祉士、前ともに働く財団の企画チーム長）、ソン・ゾンラン（前サラムとマウル
GC）、ムン・チウン（ソンミ山住民対策委員長、ソウル市まち共同体総合支援センター
研究支援チーム長）、パク・ゾンスク（ソヘンジュ（ソンミ山共同住宅）職員）、生協から
参加

晩 会食・釜山自活事業実践者の方々、社会的企業「幸福ナヌム弁当」前代表ほか

4日目
8月5日（日）

釜山市立民主公園、民主公園内民主抗争記念館、民主主義社会研究所訪問
蓮堤地域自活センター訪問、老人看病人事業視察
日韓研究セミナーフォーラム「市民社会と協同組合」
報告：岡安 喜三郎「日本の労協運動の展開と労組、協同組合運動について」
　　　菊地 謙「ワーカーズコープちばの軌跡」

晩 所報『協同の發見』誌転載契約記念セレモニー
セミナー参加者との夕食交流

5日目 8月6日（月）帰国

■視察団構成メンバー：
　岡安 喜三郎（協同総合研究所理事長、視察団団長）
　北島 健一（立教大学コミュニティ福祉学部教授）
　大高 研道（聖学院大学コミュニティ政策学科教授）
　松本 典子（駒澤大学経済学部准教授）
　鈴木 雄一（連合埼玉顧問）
　馬頭 忠治（鹿児島国際大学経営学科教授）
　北村 浩（（公財）政治経済研究所主席研究員）
　島村 博（協同総合研究所主任研究員）
　菊地 謙（ワーカーズコープちば専務理事）
　榎本 木綿（協同総合研究所事務局長）
　姜

カ ン

 乃
ネ ヨ ン

榮（（社）モシムとサリム研究所／現地通訳）
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■本報告執筆担当者
・韓国の自活事業と社会的企業、協同組合基本法スタディツアー概要について
　岡安 喜三郎（協同総研理事長、視察団団長）
・ソウル市「社会的経済総合支援計画」について
　大高 研道（聖学院大学教授、協同総研理事）　 
・ホームレス自活支援事業からの農業へのアプローチ －ナレ自活シェルターを訪問して
　榎本 木綿（協同総研事務局長）　
・ソンミサン・マウル訪問記
　松本 典子（駒澤大学准教授、会員）　
・ソンミサン・マウルに住民自治の力を見る － 韓国スタディツアーに参加して－
　鈴木 雄一（一般社団 日本社会連帯機構副理事長、協同総研理事）　 
・釜山の地域自活センターを訪ねて
　菊地 謙（ワーカーズコープちば専務理事、会員）　
・協同総研 韓国スタディツアーに参加して
　北村 浩（公益財団法人 政治経済研究所、会員）

＊�８月２日訪問の漢陽大学での研究交流では金 鍾杰氏から「市民的福祉国家と韓国社会」と題して韓
国の協同組合基本法制定に至る過程や社会的背景共に法の持つ特徴やこれからの展望についてご報
告をいただいた。

　�　ご報告内容が本誌（P５～）掲載の研究会報告「社会的経済と市民社会の創造へ向けて－韓国協同
組合基本法の背景・構造・今後の課題」とも重複するため、漢陽大学訪問については研究会報告に
代える。（編集部）
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